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後見制度支援信託

教育資金贈与信託

金融機関等による取引時の確認について

公益信託、特定寄附信託
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　例えば、元本補てん契約付の合同運用指定金銭信託（一般口）や
運用実績に応じて収益金が支払われる実績配当型の金銭信託
等があり、顧客のニーズに応じた貯蓄手段として、広く利用され
ています。
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　確定給付企業年金制度に基づいて、企業がその年金資金の管理・
運用等を信託銀行等に任せるものを確定給付企業年金信託といい
ます。この信託における従業員の掛金は、生命保険料控除の対象と
なります。
　なお、確定給付企業年金には、企業と従業員の同意を得て、制度内
容を定めた年金規約に基づき、企業が掛金を外部拠出することにより
行う規約型企業年金と別法人として設立された企業年金基金が行う
基金型企業年金があります。





遺言執行者として就職通知
財産目録の作成
遺言の執行
遺言執行の経過・結果報告

公証人に口頭などで伝え、公正証書遺言を作成します。

　また、

遺言により相続人に対して債務を承継させる場合、相続人の遺言により相続人に対して債務を承継させる場合、相続人の
相続する財産より少額である場合には有効ですが、債務のみ相続する財産より少額である場合には有効ですが、債務のみ
を相続人に割当てるような遺言は認められません。を相続人に割当てるような遺言は認められません。
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公証人に口頭などで伝え、公正証書遺言を作成します。公証人に口頭などで伝え、公正証書遺言を作成します。

等

信託銀行等は、保管していた遺言書を開示し、遺言執行者となり、財産目録を作成し相続人に
交付します。その上で、遺産の管理、処分、債務の弁済などの遺言の執行に必要な一切の行為
を行います。そして、終了時には、遺言執行の経過・結果に係る報告書を作成し、報告します。

遺言により相続人に対して債務を承継させる場合、相続人の
相続する財産より少額である場合には有効ですが、債務のみ
を相続人に割当てるような遺言は認められません。



　公益信託は、奨学金支給、自然科学研究助成、
社会福祉等の公益活動の助成を目的として、個人
や企業が信託銀行等に金銭等の財産を信託する
もので、一定の要件を満たす公益信託には、税制
上の優遇措置が講じられています。

特定寄附信託

　特定寄附信託は、信託された金銭を運用収益とともに、信
託銀行等と契約した公益法人等（公益法人や認定特定非営利
活動法人（認定NPO）等）のうち、委託者に指定いただいた
公益法人等に寄附し、公益のために活用される信託です。
　委託者である寄附者が寄附する公益法人等を指定すること
ができ、寄附先からの定期的な活動報告により活動状況を知
ることができるといった特徴があります。
　また、寄附者が寄附金控除等を受けられるほか、運用収益
が非課税になるといった税制上の優遇措置もあります。



　障がい者が安定した生活を送れるように、親族や篤志家が
金銭や有価証券などを信託銀行等に信託するものを特定贈与
信託（特定障害者扶養信託）といいます。
　この信託を利用することにより、特別障害者（重度の心身障
がい者）については6,000万円、特別障害者以外の特定障害者
（中軽度の知的障がい者および障害等級2級または3級の精神
障がい者等）については3,000万円を限度に贈与税が非課税
となります。
　特定贈与信託では、信託期間の途中で契約を取り消したり
できないこと、信託期間や受益者を変更できないことなどの
要件を満たした特定障害者扶養信託契約を結びます。
　信託銀行等は、この契約に基づいて、特定障害者の生活費
や医療費などにあてるために定期的に金銭を支払います。

特定障害者
扶養信託契約

　

（※1）信託できる財産は、金銭に限られております。　（※2）運用収益の全額が、元本とともに寄附金に充てられます。

特定寄附信託のしくみ

公益法人・認定特定非営利活動法人（認定NPO）等

⑦寄附受領証・活動報告等

②特定寄附信託契約の締結
②金銭 （※1）の信託

③特定寄附信託申告書等

④寄附先の指定

⑥（元本の3割以内）

⑧確定申告（寄附金控除等） ③特定寄附信託
　申告書等

信託財産
預貯金等

信託銀行等

⑤寄附金 （※2） ①寄附に関する契約

（受益者）

受託者
委託者

税務署

運用

特定障害者



受託者

後見制度支援信託

信託銀行等
受託者

信託銀行等
受託者

　後見制度支援信託は、後見制度を本人の財産管理の面でバック　後見制度支援信託は、後見制度を本人の財産管理の面でバック
アップするための信託です。このしくみでは、本人が金銭を信託銀アップするための信託です。このしくみでは、本人が金銭を信託銀
行等に信託し、信託された金銭の中から後見人が管理する預貯金行等に信託し、信託された金銭の中から後見人が管理する預貯金
口座に対して、本人の生活費用などの支出に充当するための定期口座に対して、本人の生活費用などの支出に充当するための定期
交付や医療目的などの臨時支出に充当するための一時金の交付が交付や医療目的などの臨時支出に充当するための一時金の交付が
行われます。行われます。
　後見制度支援信託では、信託契約の締結、一時金の交付、信託の　後見制度支援信託では、信託契約の締結、一時金の交付、信託の
変更、解約の手続は、家庭裁判所の指示書に基づいて行われますの変更、解約の手続は、家庭裁判所の指示書に基づいて行われますの
で、家庭裁判所の関与のもとで、安全に本人の預貯金などを保全すで、家庭裁判所の関与のもとで、安全に本人の預貯金などを保全す
ることができます。ることができます。

〈信託期間中・信託終了時〉

指示書

後見制度支援信託のしくみ

委託者・受益者
ご本人ご本人ご本人

家庭裁判所

家庭裁判所

施設等

信託契約締結の指示書

信託契約締結
（金銭の信託）

報 告

一時金交付等の請求
信託変更の届出など
　

日常的
支出に充当

定期交付・一時金交付
信託財産の返還

　

報 告

〈信託契約締結時〉

後見人後見人後見人
法定代理人

後見人の信託契約締結に
あたっての主な職務
●財産目録・収支予定表の作成
●信託条件の設定
　（信託財産額・定期交付金額など）
●信託契約の締結

指示書が必要な手続
●一時金交付
●信託の変更（定期交付金額の変更など）
●信託財産への金銭の追加（追加信託）
●信託の終了（解約）

委託者・受益者
ご本人ご本人ご本人

後見人後見人後見人
法定代理人

後見人が管理する預貯金口座



　後見制度支援信託は、後見制度を本人の財産管理の面でバック
アップするための信託です。このしくみでは、本人が金銭を信託銀
行等に信託し、信託された金銭の中から後見人が管理する預貯金
口座に対して、本人の生活費用などの支出に充当するための定期
交付や医療目的などの臨時支出に充当するための一時金の交付が
行われます。
　後見制度支援信託では、信託契約の締結、一時金の交付、信託の
変更、解約の手続は、家庭裁判所の指示書に基づいて行われますの
で、家庭裁判所の関与のもとで、安全に本人の預貯金などを保全す
ることができます。

ご本人

後見人

ご本人

後見人

　教育資金贈与信託は、孫等の教育資金として祖父母等が信託
銀行等に金銭等を信託した場合に、1,500万円（学校等以外の
教育資金の支払いに充てられる場合には500万円）を限度と
して贈与税が非課税となる信託です。
　この信託では、贈与をする者は、贈与を受ける者の祖父母等
の直系尊属に限られ、また、贈与を受ける者は、信託を設定す
る日において30歳未満の個人に限られています。
　

教育資金
贈与信託

さまざまな分野において信託の活用が期待されています。

祖父母等
みなし贈与

教育資金贈与信託のしくみ

孫等

受託者

税務署

委託者
受益者

信託契約の締結

金銭等の信託

領収書等の提出

信託財産交付請求

教育資金非課税
申告書等

贈与税非課税限度 1,500万円
（※）学校等以外の者に支払われる
  　 金銭については500万円

教育資金の交付



既に、企業が保有する特許権の一括管理を目的とした特許権の信託など
があります。

子
受益者受益者

　遺言代用信託とは、例えば、本人の生存中は本人を受益者とし、死亡後は本人の子・配偶者
などを受益者とすることによって、死亡後における財産の分配を信託によって達成しようとす
るものです。
　この信託には、相続が発生したときに、葬儀費用や当面の生活費などの必要な資金を、予め指
定された受取人が速やかに受け取ることができるような商品や、長期に渡って、顧客のニーズに
合わせた金銭の支払いを行うなどオーダーメイドの財産管理ができる商品があります。

　後継ぎ遺贈型の受益者連読信託とは、例えば、本人の生存中は本人を受益者とし、死亡後は本
人の配偶者を、配偶者の死亡後はさらに本人の子を連続して受益者とする旨を定める信託です。
　

受託者

妻の死亡により
子が受益権を取得



知的財産権の信託

資産流動化の信託

既に、企業が保有する特許権の一括管理を目的とした特許権の信託など既に、企業が保有する特許権の一括管理を目的とした特許権の信託など
があります。があります。







　受託者は、善良な管理者の注意をもって信託事務の処理をしな
ければなりません。







　　　　　　　  確認のほか、職業・事業内容、取引を行う目的等について確認を行う義務が、
犯罪による収益の移転防止に関する法律により課されています。

金融機関等による取引時の確認について

取引時に確認が必要となる場合

※これら以外にも取引時に確認が必要となる場合があります。



　信託協会では、お客さまからの信託に関するご照会やご相談の　信託協会では、お客さまからの信託に関するご照会やご相談の
窓口として、信託相談所を設置しています。窓口として、信託相談所を設置しています。
　信託相談所では、信託兼営金融機関および信託会社（以下「信託　信託相談所では、信託兼営金融機関および信託会社（以下「信託
銀行等」といいます。）の信託業務等に対するご要望や苦情もお受銀行等」といいます。）の信託業務等に対するご要望や苦情もお受
けしています。けしています。

電話：フリーダイヤル 0120- 817335 
                       または03-3241-7335
トラブル解決は「あっせん委員会」へ
　信託銀行等の信託業務等についてのトラブルがなかなか解決しないお客さまは、　信託銀行等の信託業務等についてのトラブルがなかなか解決しないお客さまは、
「あっせん委員会」をご利用いただけます。「あっせん委員会」をご利用いただけます。
　「あっせん委員会」とは、信託協会が設置する、弁護士、学識経験者、消費者問題　「あっせん委員会」とは、信託協会が設置する、弁護士、学識経験者、消費者問題
専門家等で構成される中立、公正な委員会です。専門家等で構成される中立、公正な委員会です。
　詳しくは、信託協会ホームページをご覧下さい。　詳しくは、信託協会ホームページをご覧下さい。
　http://www.shintaku-kyokai.or.jp/profile/profile04.html

m.kumagai
テキストボックス
０３-６２０６-３９８８



三井住友信託銀行株式会社 　 　　　　　             　　　

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 　 　　　　　               　　　　 　　　　　　　　　　 　　　 

みずほ信託銀行株式会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　　　　　　　　　　  

株式会社りそな銀行　

ニューヨークメロン信託銀行株式会社 

野村信託銀行株式会社

あおぞら信託銀行株式会社

新生信託銀行株式会社

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

資産管理サービス信託銀行株式会社

株式会社SMBC信託銀行

株式会社琉球銀行

株式会社静岡銀行

株式会社八十二銀行

株式会社広島銀行

株式会社伊予銀行

株式会社群馬銀行

株式会社阿波銀行

株式会社佐賀銀行

株式会社肥後銀行

株式会社四国銀行

株式会社千葉銀行

神奈川県信用農業協同組合連合会

DB信託株式会社

トランスバリュー信託株式会社

スターツ信託株式会社

株式会社山田エスクロー信託

ファースト信託株式会社

ほがらか信託株式会社

ステート・ストリート信託銀行株式会社 

株式会社しんきん信託銀行

農中信託銀行株式会社

日証金信託銀行株式会社

日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社

オリックス銀行株式会社

株式会社三井住友銀行

株式会社沖縄銀行

株式会社常陽銀行

株式会社中国銀行

株式会社百十四銀行

株式会社福岡銀行

株式会社西日本シティ銀行

スルガ銀行株式会社

株式会社山口銀行

株式会社東邦銀行

株式会社新銀行東京

株式会社整理回収機構

日立キャピタル信託株式会社

株式会社朝日信託

ロンバー・オディエ信託株式会社

ベルニナ信託株式会社

サーバントラスト信託株式会社

富嶽信託株式会社

（平成25年12月1日現在）

準社員（49社）

社員（4社）

　信託協会では、お客さまからの信託に関するご照会やご相談の
窓口として、信託相談所を設置しています。
　信託相談所では、信託兼営金融機関および信託会社（以下「信託
銀行等」といいます。）の信託業務等に対するご要望や苦情もお受
けしています。

　信託銀行等の信託業務等についてのトラブルがなかなか解決しないお客さまは、
「あっせん委員会」をご利用いただけます。
　「あっせん委員会」とは、信託協会が設置する、弁護士、学識経験者、消費者問題
専門家等で構成される中立、公正な委員会です。
　詳しくは、信託協会ホームページをご覧下さい。
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また、各種信託のパンフレット・リーフレット等の刊行物やDVDの貸出もお申し込みいただけます。

m.kumagai
テキストボックス
〒１００-０００５　東京都千代田区丸の内２-２-１　岸本ビル1階
　　　　　　　　　　電話 ０３（６２０６）３９８１




